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本件委託調査の目的・内容

昨年度、内閣府官民競争入札等監理委員会において、「業務フロー・コスト分析に係る手引
き」作成

本件調査の目的

」
本手引が国の行政機関等で活用されていくためには、以下が必要
- 業務時間管理手法（日報、time keeping systemによる業務時間管理等）の積極的な導入
- 業務改善等効果の明確化やより効率的な手法等の整理・検討

諸外国等において、業務時間管理手法等がどのように取り入れられ、
どのように活用されているか、具体的な事例を収集して分析等を実施

海外調査
＜米国＞

国内調査

本件調査の内容

＜米国＞
Department of Interior （内務省、略称DOI）
Immigration and Customs Enforcement （移民関税執行局、略称ICE）
National Aeronautics and Space Administration （国立航空宇宙局）
Defense Financial and Accounting Service （防衛会計局）

大阪府堺市
東京都杉並区

Defense Financial and Accounting Service （防衛会計局）
Department of Health and Human Services （厚生省）
＜オーストラリア＞
Department of Defence （国防省）
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公的機関における業務管理手法の高度化の必要性

従来の業務管理手法
（組織全体の管理）

業務・活動区分別の業務管理手法
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どの業務に係る部分に問題が生
じているか、改善が必要か？ Ｄ業務は要改善Ｂ業務は余力有

業務プロセスの内容 業務区分単位の 業務区分が明確となり 区分単位の業務業務プロセスの内容、業務区分単位の
業務量が明らかではないため、効率性・
有効性についてどこに問題があるか分か
らない。

業務区分が明確となり、区分単位の業務
量も把握。

業務単位の効率性・有効性の評価を通し
て、問題点を把握し、最適な経営資源配
分 業務プロセスの改善策の検討が可能
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分、業務プロセスの改善策の検討が可能。



海外公的機関 ケーススタディ DOI  1/4

Department of Interior 米国内務省、略称 DOI
天然資源、文化遺産、先住民族の文化に関する行政を担当する組織

各事業 業務単位 管 を 的 各事業・業務単位のコスト管理を目的としたABC(Activity  Based Costing

活動基準原価計算)手法を導入

 当該ABCの中で、職員がどの事業・業務のために業務を行ったか業務時間調査を実施当該 の中で、職員 の事業 業務のため 業務を行 た 業務時間調査を実施

コスト
コストはどの活動
に使われたか？

活動の結果何が
算出されたか？

総勘定元帳

人件費
設備費用

活動A

活動B

活動C
成果物

サービス

配分 配分
コストデータ
・サービス単位
・活動単位

物品費
等

活動C ・活動単位

マネジメント

配分基準例
・業務時間
・敷地面積

配分基準例
・サービス種類
・成果物種類

職員に係る
継続的な
業務時間調査

業務効率化
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海外公的機関 ケーススタディ DOI  2/4

業務時間調査方法

 職員は日々 スプレッドシートのコード入力により1時間単位で勤務内容を報告 職員は日々、スプレッドシートのコード入力により1時間単位で勤務内容を報告

 システムに業務時間データを入力し、その後のコスト配分計算もシステム集計

 Work Breakdown Structureコードにより多角的なデータが集計可能

Work Breakdown Structure コ ド

＜出典：Activity Based Costing (ABC)
Guidance to Employees FY2012＞

Work Breakdown Structure コード
下記4つのコードを組み合わせた17桁で構成されるコード
（AAAA-BBBBB-CCCC-DDDD）
AAAA:サブアクティビティコード BBBBB:プロジェクトコード
CCCC:組織コ ド DDDD:ABCコ ド（009C/D/G）

© 2013 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

5

CCCC:組織コード DDDD:ABCコード（009C/D/G）



海外公的機関 ケーススタディ DOI  3/4

DOI下部組織 Fish and Wildlife Service (FWS)魚類野生生物局
魚類、野生生物やその生息地等を保護することを目的とした組織ABCコード事例

分類 ABCコード内容（コード数）
種の保護及び管理 法律に基づく保護生物の分類業務、リスト作成業務、他の組織に対する相談業務、絶

滅危惧種に対する輸入輸出検査、第三者会議の出席等、生物保護に係る活動等（69
個）

生息地の保護及び
管理

生息地管理計画の作成、土地取得及び管理業務、特定値（高地、湿地）の管理業務、
自然火事に対策業務等、生物生息地に係る取得、維持管理業務等（48個）

住民対応 FWS主催のレクリエーションサービスの管理及び実施、観光者向けプランの作成、セ
キュリティ活動等、住民サービスに係る業務等（11個）

補助金管理 各種補助金（希少生物に係る補助金、連邦政府補助金等）管理業務、補助金プログラ
ムに係る管理業務 ライセンス料の管理等 FWSが管理する補助金管理業務等（8個）ムに係る管理業務、ライセンス料の管理等、FWSが管理する補助金管理業務等（8個）

施設及び備品の
建設及び管理

賃貸用の土地管理業務、不動産施設管理業務、備品等の動産管理業務等（3個）

業務管理 給与管理業務、職員雇用関係管理業務、IT投資計画作成業務、予算管理業務、コスト
情報の収集及び分析業務、トレーニングの実施、参加等の間接業務等（28個）
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＜出典：Activity Based Costing (ABC) Guidance to Employees FY2012＞



海外公的機関 ケーススタディ DOI  4/4

ABCデータの活用

手法 概要手法 概要

ビジネスモデル
オペレーション

各組織の活動に対し、基準となる定量的な情報を提供し、管理者が財務面、業務面
を含めた状況を把握し、業務改善につなげる。

業務と中期計画
の相関性検証

必要以上に組織資源を費消している活動を識別する際に有用である。また、将来的
に採用を検討しているバランスドスコアカードの運用にも必要とされている。

組織横断的 組織横断的なサービスの提供状況が把握可能となり 最終的に特定に要したコスト組織横断的
コスト分析

組織横断的なサービスの提供状況が把握可能となり、最終的に特定に要したコスト
が明らかになり、非効率的組織を把握可能になる。

外部対応 連邦政府に対する説明やA-76通達等によりアウトソーシングの分析を客観的に実
施する際の情報を入手する

FWSにおけるABC/ABMを利用した改善事例

施する際の情報を入手する。

National Wildlife Refuge System （国立野生動物保護システム）では、運用管理において、モデルとな

る区域が設定され、そこでの活動原価計算の結果を他の区域に展開し、国立野保護区の他地域での

比較を行うことでコスト効率化を達成している。
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海外公的機関 ケーススタディ ICE  １/2

Immigration and 
Customs Enforcement

米国 移民関税執行局 略称ICE
連邦移民法に基づき犯罪捜査・法執行を行う国土安全保障省の下部組織

• 継続的なABC手法による各事業・プロセス単位のコスト集計実施

• 職員は勤怠管理システムに勤務時間数を日々、入力し、各コード単位の業務時間を集計

コスト集計

業務量に基づき事業費をプロセスごとに配分、各プロセスの費用を把握

プロセス 対象者特定 逮捕 留置 執行手続 強制退去

人件費 $XXXX $XX $XX $XXXX $XXXXど
の

法務手続費 $XXXX $XX $XX $XXXX $XXXX

国内捜査費 $XXXX $XX $XX $XXXX $XXXX

国際捜査費 $XXXX $XX $XX $XXXX $XXXX

の
事
業
費
を
使国際捜査費 $XXXX $XX $XX $XXXX $XXXX使
っ
た
か・・・
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海外公的機関 ケーススタディ ICE  2/2

プロセス段階別コスト情報と 評価指標ドライバを対比させることにより 評価指標の達成状況を把握

分析及び活用

（業務改善活動活用事例）

① 1人当たり留置日数情報を基に留置日数を

プロセス段階 評価ドライバ 評価指標

対象者特定 特定人数 1人当たり特定費用

プロセス段階別コスト情報と、評価指標ドライバを対比させることにより、評価指標の達成状況を把握

短縮（2010年実績 33.6日/人→28日/人）

：平均留置日数について法務省と協議、ヒア

リング方針や手続の見直しにより日数短縮

化を目指す取組

逮捕 逮捕人数 1人当たり逮捕費用

留置 留置日数
留置人数

1日当たり留置費用
1人当たり留置費用

化を目指す取組

② 強制退去手続コスト情報から強制退去まで

の日数を短縮

国務省と協働して退去先 の通知方法を

執行手続 処理件数
処理人数

1件当たり処理費用
1人当たり処理費用

・・・
：国務省と協働して退去先への通知方法を

見直し、強制退去までの期間を短縮化、コス

ト削減を目指す取組
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国内公的機関 ケーススタディ 大阪府堺市 1/2

行財政改革プログラム（Ｈ23/3公表）

事務事業
の総点検

•事務事業総コストの可視化
•施策体系の整理の総点検 •施策体系の整理
•活動指標・成果指標を設定し費用対効果検証
•継続的な外部評価（みんなの審査会（新さかい））

事業従事シート：業務ごとの職員従事状況を点検

出典：堺市「行財政改革プログラム」

その他作成資料
・基本特性シート

各事業ごとに事業カルテ作成調査方法

基本特性シ ト

：事業の法的性質、業務区分、
必要性、緊急性、業務内容やリスク
・プロセスシート

：「いつ」「誰が」「何を」しているかと：「いつ」「誰が」「何を」しているかと
ともに、どこにどのようなリスクがあ
り、どのように対処しているか点検

© 2013 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
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国内公的機関 ケーススタディ 大阪府堺市 2/2

過去3年及び当年度予算のコスト状況（事業費、人件

費）を算定し 総コストの集計及び対象者当たりの成

事務事業総点検シートの作成

費）を算定し、総コストの集計及び対象者当たりの成
果指標単位当たりのコストを分析

•ホームページにおいて市民に公表
•事業所管課で自己点検

→市民参加型の事業仕分け 行革推進課で審査→市民参加型の事業仕分け、行革推進課で審査
•審査事項は来年度予算要求の参考情報として活用

© 2013 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
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出典：堺市「平成24年度の事務事業の総点検」ごみ収集事業より抜粋



国内公的機関 ケーススタディ 東京都杉並区 1/2

事業別コスト計算書の作成 出典：杉並区 平成24年度
事業別コスト分析

対象事業の選定

• 毎年5事業程度を選定

• 効率性等につき問題把握、議会が注目している案

（事例）保育園運営事業コスト計算書

効率性等につき問題把握、議会が注目している案
件等が対象（有料制自動車運営、ごみ処理事業、
施設運営維持管理、児童福祉関連等）

調査方法等

• 主管課へのワークシートによる業務量調査実施
• 事業コストを業務量データに基づき按分

（保育児童年齢別データ）

（直営・指定管理者別データ）
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国内公的機関 ケーススタディ 東京都杉並区 2/2

ＡＢＣ（活動基準原価計算）分析

対象

事業の
選定

調査

方法
等

• 毎年１～３事業選定

• 見直し、施策効果検
証事業が対象

• 対象事業を活動別区分、
活動単位の業務量調査

主管部署 のアンケ ト
活用

• ディスクローズ
• 指定管理者制度導入判断
• システム導入効果

（事例） 長寿応援ポイント事業に係るＡＢＣ分析
出典：杉並区 平成24年度ＡＢＣ分析

選定 等証事業が対象 • 主管部署へのアンケート
により調査

• システム導入効果
• 改善施策効果調査

© 2013 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
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業務時間調査・業務マネジメント手法に係る考察 1/3
① 活用目的に適合した実施手法の検討

活用目的例：行政評価・事業管理

業務分析・業務時間調査に係る活用目的を明確にした上で、適合した実施手法を検討する。

活用目的例：業務改革・改善

事 業インプット アウトプット 顧客 A業
務

B業
務

C業
務

D業
務

F業
務

顧
客

事業→業務プロセス
効
率
性

問
題
の
あ経営資源

ヒト（業務時間・人件費）
モノ・カネ

経営成果
サービス量・質

効率性
経営成果 有用性

コスト 迅速化
適時性

品質
機能強化

業務時間測定・コスト分析

分析の
視点

・有
効
性
に

あ
る
事
業

効率性：
経営成果
経営資源

有用性
：顧客にとり成果は

有用か

効率性・有効性評価、計画策定への反映、事業棚卸

適時性

各業務の廃止/削減、簡素化、統合、外注化等

視点

事業・業務プロセスの効率性・有効性の向上

調査単位：各事業単位

調査対象 行政評価 事業管理の範囲によ

調査単位：業務プロセス及びその構成
要素としての業務・活動

調査対象 有効性 効率性が問題が認識

実
施

実
施

調査対象：行政評価・事業管理の範囲によ
るが、通常は組織全体

調査頻度：継続的に実施

調査対象：有効性・効率性が問題が認識
された事業・業務プロセス

調査頻度：随時

手
法

手
法
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業務時間調査・業務マネジメント手法に係る考察 2/3
② 費用対効果の高い業務時間調査手法の検討

調査に係る事務負担を考慮し、費用対効果の高い手法を採用する。

調査の精度・レベルと事務負担の関係

高低

大小

調査の精度・レベル

事務負担

集計区分数 少 多

大小
構成要素

事務負担

測定方法 年次 月次 日次

調査精度の調整

活用目的を考慮した上で検討

（事例）

職員の事務負担軽減
精度の高い調査手法の場合、職員の負担軽減要

（事例）

• 堺市・杉並区の業務量調査はアンケート形式
による年次レベルの見込従事割合を採用

• 4～10程度の活動分類でも業務改善目的につ

なげることは可能（最初に大括りで把握、必要

• DOI/ICEでは勤退管理と連動した情報システ
ムにより、継続的なデータ集計実施

• 区分コード登録エラー防止（詳細マニュアル、
システムによるコード登録自動化）

© 2013 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
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に応じて詳細な分析・検討へ）



業務時間等管理手法に係る考察 3/3
③ 業務時間調査を活用したマネジメント手法導入の課題の克服

１） 対象部署・職員のマネジメント手法導入への反発を抑え、業務改善等への積極的な取組を促す。

意識の共有化 インセンティブ
効率 恵を 象部 ドバ す 等マネジメント手法導入必要性に係る意識の共有化

（例）堺市 急激な職員減少への危機感に
ついて職員が共有

効率化の恩恵を対象部署にフィードバックする等
のインセンティブの工夫
（例）コスト削減額を関連部署の予算に還元

対象部署

活用実績の積上 実践的研修
調査結果を必ず活用するという実績を積み上げ
（例）秩父市 予算要求と事務事業評価における

実践を意識した継続的な研修開催

象部署
各職員

（例）秩父市 予算要求と事務事業評価における
改善事項策定のリンク

（例）実際の事業評価シート作成段階において、
職員相互のディスカッション・添削実施

２） 行政評価を業務改善・改革につなげるためのポイント２） 行政評価を業務改善 改革につなげるためのポイント

事 業
顧
客

各事業の目標の明確化

各事業の有効性・効率性に
係る目標値を設定し 現状と

各事業内容を業務プロセスという

各事業の業務プロセスの視点からの
統合化の検討（縦割りの打破）

事 業
顧
客

事 業
顧
客

係る目標値を設定し、現状と
のギャップ把握が必要

（目標値が無いと単なる現状
認識に留まりがち）

観点から再整理し、他の事業と統
合できないか検討

（例）複数施設の維持管理の特定
部署に集中、もしくは、まとめて
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アウトソーシングを検討



市場化テスト等における事前評価、民間事業者のモニタリング・事後評価

必ずしも官側で実施する必要の無い業務については、民間事業者へのアウトソーシングも
業務改革のための重要な選択肢

米国 オ ストラリア等の市場化テスト事例調査からの考察まとめ米国・オーストラリア等の市場化テスト事例調査からの考察まとめ

事前準備/入札 実施以降

事業選定時の情報整備 民間事業者モニタリング・事後評価

民間事業者の品質低下防止、要求水準確認
対象業務の内容・業務量調査

•官側コスト算定の基礎として、業務内
容の可視化、業務時間調査

•通常、特別調査実施だが、継続的な

民間事業者の品質低下防止、要求水準確認

を目的として、民間事業者へのモニタリング・
事後評価は管理上重要なツール

（事例）委託された米国退役軍人への社会

官側・民間事業者のコスト算定

ABCデータも参考に

•企業会計によるコストも含む

保障支払業務はモニタリング結果より、
再度内製化

対象サービスの成果指標（KPI）設定
性能発注 創意工夫を促す•企業会計によるコストも含む

•直接費に加えて間接費も含む

•民間事業者コストについては移行
コストも含めて計算

・性能発注 創意工夫を促す
・各要求水準にバランス良く設定
（設定数は多くし過ぎない）

・タイムリーに測定・報告できるもの
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